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論 文 内 容 の 要 旨
戦後の 日本の管理制度の中で、標準原価計算制度と事業部制計算制度は、日本の産業発展に多大
な貢献をもたらした二大管理計算制度であると言えると思う`。この両制度は戦後突如として現出 し
たものではな く、この両制度の現出に至るまでには、多くの歴史的道程があったことであ り、この
論文は、両計算制度が日本の産業社会の中で渾然たる融合制度となるに至 った背景やその過程及び
成果を、私自身が歩んで来た日本電気(株)を 一例として解明しようとしたものである。
すなわち、第1部 第1章 において日本電気が創業時(明治32年、1899年)より、戦後である昭和25
年、標準原価導入に至るまでの管理計算:の歴史を述べ、第2章 において、標準原価導入に際 しての
基本的考え方を論 じ、第2部第1章 において、日本電気の事業部制計算制度を採用するに至った歴
史的経緯及び第2章 において、この制度を採用するに際しての基本的考えを述べた。
第3部 において、日本電気が採用 した標準原価計算制度と事業部制計算制度のその後の進展の過
程で、両制度が渾然たる融合制度として定着するに至るまでの発展、変遷の歴史、及び融合への必
要性 と必然性について、具体的事例によって解明しようとしたものである。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
1
本論分は、管理会計論において、 しば しぼ独立 した別個の領域として互いの関連性を軽視されが
ちな、標準原価計算制度と事業部制計算制度(予 算を用いた事業部制の利益管理制度)の 両領域の
相互関連性を、論文提出老が籍を置 く日本電気株式会社において、主として1950年代以降に展開さ
れた管理会計制度を具体例として取 り上げ、実証的に解明しようとする研究である。近年、管理会
計か らもたらされる計数的な経営情報の目的適合性が喪失 したと言われているなかで、 この研究で
は、各時代の経営管理 目的との結びつきに着目して、管理会計制度の有効性を分析 している点に、
その大 きな特徴が見られる。
論文は3部 から構成される。第1部 では標準原価計算制度、第2部 では事業部制計算制度が検討
されているが、それぞれは、日本電気における実践例を踏まえつつ、それが世の標準原価計算論 ・
事業部管理会計論の説 くところと異なるあ り方を示 していること、およびその所以を考察 したもの
として、独立 した内容を持っている。第3部 では、それまでの議論をベースとして、1950年以降の
日本電気の管理会計制度の変遷に関する事例研究を通 じて、標準原価計算制度と事業部制計算制度
の相互関連制を主張 している。
皿
第1部 「標準原価計算制度」で扱われているのは、「二段式標準原価計算」 といわれる日本電気
に特有の原価計算 システムの全体像である。その第1章 では、同社が標準原価計算を取 り入れるに
至るまでの歴史的経緯について触れ、第2章 で二段式標準原価計算の計算構造の解析が行われる。
第1章 では、まず、同社の第2次 大戦前の経営管理の状況について、一方で、請負賃金制度のも
とで親方が作業を管理するとい う方式が残されていたが、他方で、当時の親会社ウエスターン・エ
レクトリック社か ら、タイムレコーダを用いた作業時間管理や実際原価計算、月次計算による業績
報告制度などの管理手法が導入されつつあ った実状が指摘される。
第2次 大戦後に到 って、同社は、1952年にウェスターソ・エレクトリック社を合併した1,T.T.
によって派遣 されたP.J,Stoops氏と当時標準原価計算を研究していた経理課長中山隆佑氏の二人
の協力のもとに、二段式標準原価計算制度を導入することとなる。
二段式標準計算制度の導入は、もちろん同社がその時期までに抱えていた管理問題との関連で生
じてきたものである。すなわち、生産面では、製品は受注による個別組立生産とい う形を取 りなが
ら、多 くの規格部品の加工は大量見込生産の形を取るとい う混合形態を管理せねばならなかった。
そのなかで請負賃金制から能率賃金制への脱皮とい う課題や機械生産の導入にともなう間接作業の
管理 と操業度の管理とい う問題にも対処する必要に迫られていた。また市場面では、当時の電電公
社に依存する買い手独占とい う市場関係に対応することが要請されていた。二段式標準原価計算制
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度は、こうした条件のもとで原価管理の機能を果たす ことを主眼 として展開されたのである。
第2章 では、H.Emerson,H.L.Gantt,G.C.Harrison等初期の標準原価計算の研究者の論述や
NACA(アメ リカ原価会計士協会)の標準原価概念に関する報告等を検討 した うえで、同氏は・まず、
機能的な観点から標準原価の概念を整理 して、価格標準については価格改訂の頻度に基づいて基準
標準原価 と当座標準原価という2つの概念区分を行い、物量標準については厳格度に基づいた理想
標準、期待標準などの概念区分を行 う。
こうした概念区分を前提 として、(1)原価管理のためには、基準標準価格 と理想物量標準との
組合せ(管理標準原価)、(2)財務会計のためには、当座標準価格 と期待(実 績平均)物 量標準 と
の組合せ(製 品仕切原価)、とい う2種類の標準原価概念が選択可能であることが示される。同氏
は、このように価格改訂頻度と厳格度を異にする2種類の標準原価を帳簿機構の中で有機的に結び
合わせ、実用化 したものが二段式標準原価計算にほかならない、 と特質付けている。
本章の残 りの部分では、二段式標準原価計算の具体的適用事例についてて標準原価の設定方法、
標準原価差異による原価管理 と責任会計による管理責任の明確化、仕掛品に関する帳簿処理の問題
などがつぶさに検討され、この計算制度が当時の同社の経営効率化に向けての役割期待に十分応え
るものであったことが明確に論証される。
そこではまた、1950年前後のインフレーションを背景として、財務会計からはカレン トな製品原
価情報の提供が要請されていたこと、また、多数の部品を持つ高次組立製品の原価管理のために細
部にわたる物量的な管理データが要求されていたとい う同社の特殊性などを指摘しつつ、同氏は、
管理標準原価 と製品仕切原価の使い分け とい う選択が必ず しも一般的普遍的適応性をもつものでは
な く、限定的なものであったことも示唆 している。
第2部 「事業部制計算制度」では、第1章 で、当該計算制度導入前後の時代背景および同社の経
営上の諸事情を紹介することから始めて、利益管理 システムの必要性が論及される。それを受けて、
第2章 では、同社の事業部制計算制度を構成する諸概念および計算機構を詳細に説明 し、そこから
もたらされる管理会計情報の実践的機能が考察される。
同社への事業部制の導入は、1960年に子会社である日本電気精器株式会社で実験的に試みられ、
その翌年、日本電気において本格的に行われた。この両社の事業部制移行に伴 う会計システム(事
業部制計算制度)の立案整備は小池氏を中心 として進められた。
この事業部制計算制度の基本は、投下資本利益率を業績指標とする事業部別の損益および収支予
算システムであ り、これ らの予算を実績 と対比させることによって事業部損益と事業部資産の管理
が行われる。この事業部別予算 システムに見られる特徴として、同氏は次ゐ諸点を強調する。
1)この予算システムの中で、社内金利制度を取 り入れた事業部損益計算を行っている。すな:わち、
事業部の収益から、当該事業部で発生する費用のみならず、事業部資産をもとに計算される一定
の社内金利を差 し引いたものを事業部損益 とする。社内金利制度は、事業部使用資本に一定の金
利をつけ、事業部損益の控除項 目とす ることによって、使用資本に対 して最低限確保せねばなら
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ない利益の 目標を与えるものであ り、その結果、この制度は投下資本の効率的利用を促す役割を
果たすものとなっている。
2)事業部の収益の集計にあたっては、社内取引による供給分も内部振替価格をつけて算入される。
この内部振替価格の決定方法について、同社は一定のルールを設けている。そのルールでは、社
内取引の関係部門間の交渉による内部振替価格の決定を原則 とし、当該製品に外部市場が存在す
る場合は、交渉はその市場価格を基準として行われ る。市場価格について合理的なデータが得 ら
れない場合には、供給側事業部の原価データをもとに交渉が行われる。交渉がまとまらない場合
には、例外的に乱本社による調整 も考慮される。
内部振替価格の決定基準については、学界 ・実務界を通 じて多 くの議論があるところであるが、
このように決定基準の関係をルール化し、複合基準による振替価格設定が可能であることを示唆
している点は興味深い。
3)投下資本利益率の分母を構成する事業部資産の計算方法に関して、事業部間の資産の区分の方
法 や、売掛債権、棚卸資産、固定資産、投資等の資産の個々の項 目の評価方法についても、事業
部制計算制度の目的との関連で詳細な検討がなされている。特に、「土地」の評価については、
単に時価に着 目するのみではな:く、当該事業部の利用土地が事業部固有の経営活動に対 して持 っ
ている環境諸条件をも加味 した利用価値を配慮 して、土地の社内評価額を算定 し、これに基づい
て事業部使用資産の計算が行われることを指摘 している点は、実践的な知見を示 したものとして
意味がある。
4)上述にのような事業部資産と事業部損益の対比によって算出される事業部投下資本利益率を事
業部による投下資本回収の測度 との位置付け、予算期間内の資本回収の効率性は投下資本利益率
によって評価 される。同時に、事業部収支予算を作成 して、事業部における投資プロジェク トの
執行 プロセスと利益による投下資本回収のプロセスを計数的に管理す る方式が採られている。こ
の点に着 目して、同氏は、 日本企業に多いと言われる資本回収概念による経営思考が、事業部制
計算制度にビル トイシされているものであることを、的確に解析 してお り、注 目に値する。
以上のような考察を通 じて、第2部 では、同社の事業部制計算制度が当時米国で展開されていた
ものを参考にしながらも、 日本の経済的環境や同社固有の経営事情を考慮 して、各構成要素が設計
されているものであることが、実証的に解明されてお り、示唆するところは多い。
第3部 では、標準原価計算制度 と事業部制計算制度の進展とその融合の問題が、同社における事
例をもとに論ぜ られる。
第1節 では、二段式標準原価計算制度の導入の経過および導入後の標準原価計算制度の実情につ
いて、第1部 での考察に加えて、実証的資料を用いて詳細に跡付けている。そ うした資料の うちで、
二段式標準原価計算制度の導入プロセスを指導 したP.J.Stoops氏の勧告分は、この計算 システム
の設計者たちの意図を明らかにする貴重な資料である。
第2節 では、二段式標準原価計算制度が一定の成果をおさめたものの、その後の経済環境及び事
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業内容の変化によって、この計算制度の原価管理機能が低減 し、新たな標準原価計算制度べと移行
するに到った経緯が解明される。 とりわけ、その大きな理由として、同社の事業内容が電電公社向
けの標準品から一般市場向けの競争製品へと拡張 されたために、製品ラィフサイクルの短縮、生産
技術の継続的な進歩といった現実に直面 し、原価管理上の技術情報の頻繁な見直しが要請されるよ
うになったことが指摘 され る。 このことによって、生産プロセスの作業管理における標準原価情報
の有用性が徐々に減退 し、QC(QualityContro1)、ZD(ZeroDefect)、VE(ValueEngineering)など
の非会計的管理手法がそれにとって替わ った と説明される。こうした考察は、近時における標準原
価計算からの原価管理機能の喪失現象についての説得力ある実証例を提示 したものとして評価でき
る。
第3節 以下では、同社の事業部制計算制度の全容を、詳細な資料を用いて跡付けるとともに、そ
れに踏まえて、同社の事業部制計算制度のもとにおける標準原価計算の新たな段階への移行と、そ
れを通 じての両計算制度の融合の必要性が考察される。
すなわち、事業部制の採用およびいわゆる分社政策の実施によって組織の階層化が進む とともに、
それ まで単なる棚卸資産評価の 目的 しか持たなかった製品仕切原価に、利益管理を主眼とした原価
引き下げの目標性が与えられるようになる。二段式標準原価計算制度では、原価管理のための管理
標準原価 と棚卸資産評価のための製品仕切原価の使い分けが行われたが、新たな標準原価計算制度
のもとでは、 目標性を与えられた新たな意味での製品仕切原価が財務会計上の棚卸資産評価目的に
も、利益管理 目的にも一元的に利用されることとなったのである。この製品仕切原価は、事業部制
という管理体制において、投資対象としての戦略製品の市場競争力を反映 したものとして、資金回
収を確実にする意図を付与されているものと見られる。
この新たな段階に移行 した製品仕切原価は、E.Kosio1が1950年代に提唱 したPlankosten-
rechnungにおけるPrognosekostenの概念に照応するものであることを同氏が指摘 していること
は重要である。すなわち、Kosio1の構想は、標準原価計算の物量的技術的原価管理思考から貨幣
的収益的原価管理思考への移行を意図するものであるが、同氏の指摘は、こうした移行が、技術環
境の急速な変化 と事業部制のような階層的な管理組織 とい う条件のもとでこそ有効に成 り立つこと
を実証的に示 し、ひいては このことを通 じて、標準原価計算制度 と事業部制計算制度 との融合の意
義を明らかならしめるものであ り、高 く評価できる。
皿
冒頭でも述べたように、近年、管理会計における適合性喪失が問題にされている中で、多数企業
を対象とした統計的手法に基づく実証研究 と並んで、個別企業における実態を詳細に観察 ・記述す
ることを目的としたケース ・スタディが重要視されるに到っている。そうした中で、本論文は、近
代管理会計における主要概念のひとつである標準原価の役割の変質とい う重要なテーマに意欲的に
取 り組み、詳細な資料をもとに克明な事例研究を行ったものとして意義深い。
経13
こうした事例研究およびそこに示された資料は、特にわが国においては、類を見ないものであ り、
今後の管理会計研究に寄与するところが多 く、貴重なものであると考えられる。またそこで、論文
提出者は、二段式標準原価計算制度と事業部制計算制度の実態の記述を通 じて、一定の経済事情並
びに経営環境のもとであるべき管理会計の姿について、少なからぬ重要な示唆を与えている。
もとより、細部にわたって見れぽ、本論文には、論 じてなお尽 くしえていないところ、あるいは、
行論における一層の洗練を望まれるところが散見される。 しか し、そ うした点を考え合わせても、
本論文に見られる着想の独自性と、そこに現われた堅実な分析力は、十分に評価に値するものであ
り、同氏が自立 した研究者として必要な高度の能力を有 していることを示している。
以上審査 した ところにより、本論文は経済学博士論文 として合格と判定する。
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